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大規模災害発生時における消防本部の効果的な初動活動のあり方 

検討会（第１回）議事概要 

 

１ 日 時：平成２３年１１月３０日（水）１０：００～１２：００ 

２ 場 所：砂防会館別館 穂高 

３ 出席者（敬称略）：関澤 愛（座長）、桂 敏美、柴田 徳雄、谷原 和憲、田村 圭子 

           花海 秀樹、松浦 和夫、宮脇 良平、座間 信作代理（新井場） 

（計９名） 

４ 議事の経過    

議事に先立ち、事務局から検討会委員の紹介、検討会開催要綱の説明後、要綱３(3)に基づ

く座長の職務を代理する者の指名を座長より行った。また、検討会の運営について委員に諮

り了承を得た。 

○ 座長が何か事故がある場合に、その職務を代理する者 

消防大学校消防研究センター 座間委員 

 ○ 検討会の運営について 

検討会は、原則公開として、事務局が会議の終了後に議事録を作成し、座長が確認した

後に保存する。また、発言者の氏名を掲載しない形で、議事概要を消防庁のホームページ

に掲載する。 

５ 議事 

① 東日本大震災における被害の概要及び消防本部の初動活動等について 

○ 大津波警報や津波警報発令時の活動（現状と具体例） 

・消防本部ごとに計画されているが、活動の細部までは計画していないものもある。ま

た、計画がない本部は、災害の発生状況に応じて、被害の軽減と人命救助という観点

から活動を実施している。 

・津波監視要綱を作成しており、津波警報や大津波警報が発令されたときは海面監視を

行わず、消防車両等を使い避難誘導や広報を実施する計画になっている。 

・消防本部における計画は、防災計画に基づく消防計画という位置付けであり、地震時

活動マニュアル、震災対応計画といった様々な形の計画がある一方、規程や要綱によ

り震災・津波対応計画を定めている本部もある。 

  ○ 被災地域の消防本部の活動（仙台市消防局） 

   ・地震による建物被害や宅地被害も多発し、避難勧告により多くの市民が避難所生活を

送った。 

   ・通常の１０倍の１１９番通報があった。 

   ・事前に協定を結んでいた解体工事業協同組合等が、震災直後から重機により道路啓開

作業を実施し、消防車両が災害発生場所に向かうことができた。 

   ・防火水槽を計画整備していたが、水道の断減水に対する有用性が確認できた。 
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② 大規模災害発生時における消防本部の初動活動に関する調査結果概要について 

  事務局が、被災３県の３６消防本部を対象に行った調査結果概要を取りまとめた資料に

基づき、説明を実施した。 

③ 具体的な検討項目（案）について 

  事務局から、検討会の検討項目（案）として、１事前計画等、２災害対応体制及び情報

管理体制、３消防活動方針、４部隊運用、５消防団等との連携を提案し、全体について委

員の方から下記の通りの発言があった。 

○ 職員の安全について 

・たくさんの方がお亡くなりになったことを踏まえ、職員の安全面と、国民の生命、身

体及び財産を守るための消防活動の双方に配慮しながら、どのように効果的に活動す

るかを考える必要がある。 

   ・地震や津波に関する状況認識が出来ない限りは、安全配慮義務が優先されなければ、

職員の命は救われない。 

・最終的に、現場の判断に委ねるとしても、その際の考え方などを検討会として打ち出

せれば、それが大きな方針になるのではないか。 

・消防職員が被害に遭った経緯を、差し支えない範囲で明らかにした上で安全面におけ

る検討を進めていく必要がある。 

  → 次回の検討会までに、可能な範囲で詳しい内容をお示ししたい。 

  ○ 初動時の活動について 

・内陸と沿岸地域では様相が違うので、１つは今回の地震で、震災時消防計画、とりわ

け初動時に焦点を絞った時に何を行なわなければいけないかということについて、キ

ーワードやポイントを整理すると良いのではないか。 

・消防本部の能力や対応力を超えたときに、どの様な形で住民に対して情報発信ができ

るのかということも検討課題でないか。 

・内陸で津波を受けていない消防本部は、被害も少なかったという相対的な問題はある

が、阪神大震災以降の震災消防計画が基本的にはうまく機能していたなら、機能した

点を評価すべきではないか。その上で、想定を超える津波を受けたことによりダメー

ジを受けた消防本部においては、何が足りなかったのか、何を今後考えなければいけ

ないかという問題があるならば、この委員会ではそれを焦点に検討していけばよいと

考える。 

 → 調査内容について、内陸部と沿岸部を区分して整理したい。 

    沿岸部の消防本部は、津波に対する様々な準備をされていたことと思うが、検証の上

で、今後どのような対応や計画が必要であるのかということが大きなポイントの１つ

となる。 

   一方、津波の被害を受けていない内陸部では、地震に関する消防計画が機能した部分

も多いと考えられ、その検証についても行っていく必要がある。 
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○ 被災地消防本部の活動 

 ・当初災害が発生したときに、津波の浸水想定区域で消防隊は活動を実施したのか、し

ていなかったのかを知りたい。 

・後の災害対応を考えると、消防車を退避させる必要があると考えるが、実際にそれが

できたかどうかも知っておく必要がある。 

 ・消火活動や救助活動を考えるなら、安全な高台に職員、消防車両等を退避させる必要

があるが、救助を待つ住民対応や避難広報を優先すべきではないかという意見もあり、

個々の本部ではなかなか判断が示せない。 

・現場で撤退時期を判断する、活動方針を判断するということは、非常に高度な判断を

要するものであり、初動における指揮体制のあり方が重要になるので、検討の課題と

していただきたい。 

・具体的な指針ではなくても、基本的な考え方がまとめられるならば、消防本部が計画

を作成する上で参考となる。 

  → 浸水エリアの活動状況等については、可能な範囲でヒアリング等を行い、次回検討会

で資料として示したい。 

    安全対策と消防活動については、次回以降も継続して検討していく。 

④ 検討会スケジュール（案）について 

   事務局から、年度内５回の検討会開催スケジュール（案）を示し、第２回検討会は１月

１９日に開催されることになった。 

 

 

 


